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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、くらしに彩り、豊かさと安心をお届けすることを＜わたしたちの使命＞とし、価値あるモノづくりとともに、社会で輝くヒトを育て、未来に向か
うユメを築くことを＜わたしたちのビジョン＞としております。また、創業以来育んできた伝統と歴史を心に刻み、更なる飛躍に向けて、何事も「誠実
」に向き合うこと、失敗を恐れることなく常に「挑戦」を続けること、そして一人ひとりが「成長」を忘れないことの3つを＜わたしたちの約束＞とし、社
会に貢献する企業を目指して事業活動を行っております。この企業理念を企業活動の基本として、企業価値の向上を最重要課題として経営を推
進しております。

　また、株主をはじめ全てのステークホルダー（利害関係者）を重視し、経営の透明性・健全性・遵法性はもとより、適時適切な情報開示を通じて企
業経営に対する信頼性の向上を得るため、コーポレート・ガバナンスの強化を経営上の最重要課題の一つとして取り組んでおります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則１－２－④】

　議決権の行使に関しては、インターネットにより議決権が行使できる環境を整えております。議決権電子行使プラットフォームの利用や招集通知
の英訳については、今後の課題と認識しております。

【補充原則２－４－①】

　当社は、性別、年齢、国籍等での差別を行わないという行動規範のもと、任用試験制度による能力と実績の評価から中核人材への登用を行って
おります。女性・外国人・中途人財の採用にも力を入れておりますが、管理職への登用目標、多様性の確保に向けた人材育成方針、社内環境整
備方針とその状況を開示できるまでには至っておりません。今後の企業価値向上を考え、中核人財における女性・外国人・中途人財の比率の向
上に努めて参ります。

【補充原則２－５－①】

　当社では、社内に内部通報窓口を設置し、内部通報制度を適切に運用しております。経営陣から独立した窓口の設置は、今後の課題と認識して
おります。

【補充原則４－１－③】

　当社は人材の育成を、重要な経営課題と位置付けており、経営陣幹部へ教育を行う等により、後継者の育成に力を入れております。取締役の
選定にあたっては経験、知識、能力や倫理観などを総合的に勘案し、取締役会において決定しております。

取締役候補者の中から、実績、リーダーシップ、経験、見識、専門性などを総合的に勘案し、社外取締役を含む取締役会において、最高経営責任
者の決定をしております。

【補充原則４－１１－③】

　取締役会として、その実効性について分析・評価を行い、その結果の概要を開示することは、今後の課題と認識しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４．いわゆる政策保有株式】

　当社は、お客様や取引先の株式を保有することで中長期的な関係維持、取引拡大等が可能となり、結果として当社の企業価値を高め、株主・投
資家の皆様の利益につながると考える場合において、その株式を保有する方針としております。

個別の政策保有株式の保有の適否については、毎年、取締役会において、取引関係の維持発展、当社企業価値向上への寄与度、投資効率等を
勘案して判断いたします。

なお、その議決権行使については、投資先企業の持続的成長と中長期的な企業価値向上に資するよう議決権を行使いたします。

【原則１－７．関連当事者間の取引】

　当社では、取締役会規則において、取締役の競業取引及び利益相反取引について、取締役会の承認を得ることを定めております。また、取締役
会の承認を受けた取引が実行された際には、その内容について取締役会で報告することとしております。

【原則２－６．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社は、資産管理運用機関に企業年金を委託し、定期的にその状況をモニタリングしております。

また、運用面における適切な人員配置のため、担当者を資産運用機関等で実施される各種セミナーに出席させるなどして、継続的な業務知識を
習得させています。

【原則３－１．情報開示の充実】

（ⅰ）会社の目指すところ（企業理念等）や経営戦略、経営計画につきましては、2019年4月24日開示の「「企業理念」制定のお知らせ」および2022



年4月25日開示の「ISHIZUKA GROUP 2030　2024年度中期経営計画」をご覧ください。

（ⅱ）当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と方針は下記の通りです。

　　　本報告書Ⅰ．１．基本的な考え方をご参照ください。

当社は、くらしに彩り、豊かさと安心をお届けすることを＜わたしたちの使命＞とし、価値あるモノづくりとともに、社会で輝くヒトを育て、未来に向か
うユメを築くことを＜わたしたちのビジョン＞としております。また、創業以来育んできた伝統と歴史を心に刻み、更なる飛躍に向けて、何事も「誠実
」に向き合うこと、失敗を恐れることなく常に「挑戦」を続けること、そして一人ひとりが「成長」を忘れないことの3つを＜わたしたちの約束＞とし、社
会に貢献する企業を目指して事業活動を行っております。この企業理念を企業活動の基本として、企業価値の向上を最重要課題として経営を推
進しております。　また、株主をはじめ全てのステークホルダー（利害関係者）を重視し、経営の透明性・健全性・遵法性はもとより、適時適切な情
報開示を通じて企業経営に対する信頼性の向上を得るため、コーポレートガバナンスの強化を経営上の最重要課題の一つとして取り組んでおり
ます。

（ⅲ）本報告書【取締役報酬関係】に記載の通りであります。

　取締役報酬については、取締役会の決議により取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を定めております。取締役の個人別の報酬額
算定方法の原案の決定は、コーポレートガバナンス委員会により決定し、その原案をもとに取締役会において委任された代表取締役が報酬額を
決定しております。なお、取締役の報酬については、2007年6月15開催の第72回定時株主総会において、年額220百万円以内と決議を頂いており
ます。

（ⅳ）取締役・監査役・経営陣幹部の選解任に当たっては、当社の企業価値の向上につながるよう、経営陣幹部の経験、知識、能力や倫理観など
を総合的に判断し、コーポレートガバナンス委員会において原案を決定し、取締役会が決定しております。

（ⅴ）取締役・監査役候補者については、株主総会招集通知に記載しております。

【補充原則３－１－③】

　サステナビリティの取り組み、ダイバーシティ・ワークライフバランスの推進、人事制度や教育訓練等について、弊社HPに掲載の「石塚硝子サス
テナビリティレポート」に記載しております。

石塚硝子サステナビリティレポート：https://www.ishizuka.co.jp/csr/report.html

【補充原則４－１－①】

　取締役会の職務の範囲については、「取締役会規則」により定めております。また、執行役員やその他経営陣に対する委任の範囲については「
執行役員規則」及び「職務権限規程」により定めております。

【原則４－９．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社は、社外取締役の選任に際しては、経歴や当社との関係を踏まえて、当社経営陣から独立した立場で社外役員としての職務を遂行できる
十分な独立性が確保できることを個別に判断し、選定しております。

【補充原則４－１０－①】

　当社は監査役会設置会社でありますが、独立社外取締役が２名であり、取締役会の過半数には達しておりません。取締役の指名・報酬に関しま
しては、社外取締役2名（内1名女性)を含むコーポレートガバナンス委員会により原案の決定を行っております。

【補充原則４－１１－①】

　当社の取締役会は、取締役6名(内2名が社外取締役)で構成しており、十分な議論の上、迅速に意思決定できる規模であると考えております。

取締役の候補の選任に際しては、取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス及び多様性を重視し、当社の規模を踏まえ、コーポレートガ
バナンス委員会において原案を決定し、最終的に取締役会で決定しております。本報告書に取締役のスキルマトリックスを掲載しております。

【補充原則４－１１－②】

　招集通知等を通じて、各取締役・監査役の他の上場会社を含む重要な兼職を開示しております。

【補充原則４－１４－②】

　当社では取締役・監査役に向けて、社内外の研修などを通じて上場会社の取締役・監査役としての役割・責務についての理解を深める機会の提
供を行っております。

また、社外取締役・社外監査役就任の際には、会社の歴史・事業内容について、工場見学を含め説明を行い、事業についての適切な知識を習得
していただく機会を設けております。

【原則５－１．株主との建設的な対話に関する方針】

　当社においては、IR担当部署を人事・総務部とし、人事・総務部担当の役員を中心にIR活動を行い、会社の経営方針・事業内容などの説明を通
じ、建設的な対話を行っております。

　具体的には、年4回の決算発表、企業展への出展、事業報告書、サステナビリティレポートの発行などを行っております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 266,500 6.31

ＩＮＴＥＲＡＣＴＩＶＥ　ＢＲＯＫＥＲＳ　ＬＬＣ 256,100 6.06

明治安田生命保険相互会社 219,500 5.20

株式会社みずほ銀行 173,700 4.11

第一生命保険株式会社 150,000 3.55

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 131,800 3.12

東朋テクノロジー株式会社 130,100 3.08

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 128,400 3.04



愛知時計電機株式会社 96,200 2.27

石塚　芳三 88,800 2.10

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード、名古屋 プレミア

決算期 3 月

業種 ガラス・土石製品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 8 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 6 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名



社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

後藤武夫 弁護士

安北千差 その他

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

後藤武夫 ○ 株式会社シイエム・シイ社外監査役

弁護士としての専門的見地から企業法務

に高い見識を有しており、これらを当社の経

営に反映するため

（独立役員指定理由）

当社一般株主と利益相反の生じるおそれ

のない独立性の高い者で、弁護士としての

専門的見地から積極的な意見、提言等をい

ただいておりますので、当社の独立役員と

して適当であると考えます。

安北千差 ○ ―――

生活雑貨流通業界においてデザイナーとして
豊富な経験と知識を有しており、これらを当社
の経営に反映するため

（独立役員指定理由）

当社一般株主と利益相反の生じるおそれ

のない独立性の高い者で、積極的な意見、提
言等をいただいておりますので、当社の独立役
員として適当であると考えます。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員（

名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

コーポレートガバナン
ス委員会

3 0 1 2 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

コーポレートガバナン
ス委員会

3 0 1 2 0 0
社外取
締役



補足説明

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

会計監査人からは、財務諸表の経過報告を定期的に受けるほか、意見交換会を開催するなど会計監査の相当性確保に努めておりま

す。

また、内部監査部門からは事業活動の全般にわたる管理・運営制度及び業務の遂行状況の合法性、合理性についての監査結果の

報告を定期的に受けるほか、意見交換会を開催し、業務監査の相当性確保に努めております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

加藤茂 弁護士

小栗悟 税理士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



加藤茂 ○ ―――

弁護士としての専門知識を活かした監査業

務を期待するため

（独立役員指定理由）

当社一般株主と利益相反の生じるおそれ

のない独立性の高い者で、弁護士としての

専門的見地から積極的な意見、提言等をい

ただいておりますので、当社の独立役員と

して適当であると考えます。

小栗悟 ○ ―――

税理士としての専門知識を活かした監査業

務を期待するため

（独立役員指定理由）

当社一般株主と利益相反の生じるおそれ

のない独立性の高い者で、税理士としての

専門的見地から積極的な意見、提言等をい

ただいておりますので、当社の独立役員と

して適当であると考えます。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

企業価値の一層の向上を図るため、役員の目標達成に向けてのインセンティブを一層高め、役員の報酬と株主価値との連動性を高め

て行く観点から、役員退職慰労金制度を廃止し、併せて役員報酬の一部に株価連動型報酬を導入いたしました。

この株価連動型報酬は、役員の月額報酬の一部を役員持株会に拠出して当社株式を取得し、取得した株式を原則在任期間中保有す

るものであります。

この制度を導入することにより、役員の報酬の一部が事実上当社株価に連動することとなり、企業価値の向上に対する役員の経営責

任が一層明確になります。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

取締役の年間報酬総額 75百万円



報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　取締役報酬については、取締役会の決議により取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を定めており、取締役の月額報酬は、役位、
職責、当社の業績、従業員の給与の水準を考慮しながら、総合的に勘案して決定する「固定報酬」と、月額報酬の一部を役員持株会を通じて市場
から自己株式を取得する「株価連動型報酬」としております。業績連動報酬は、当社中期経営計画の基本方針として目標値に掲げている連結営
業利益率を指標とし、賞与として支給することがあるとしております。取締役の個人別報酬額算定方法の原案の決定は、コーポレートガバナンス
委員会により決定し、その原案をもとに取締役会において委任された代表取締役が報酬額を決定しております。なお、取締役の報酬については、
2007年6月15日開催の第72回定時株主総会において、年額220百万円以内と決議をいただいております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

監査役の職務を補助するため監査役会事務局を設置し、監査役を補助する使用人は、監査役の要請により都度、監査役と協議のうえ

合理的な範囲で配置しております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

石塚芳三 会長
社会的な経済活動や当社経営に
関する助言

非常勤・報酬有 2018/6/14 1年

山中昭廣 相談役 当社経営に関する助言 非常勤・報酬有 2013/6/18 1年

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 2 名

その他の事項

―――

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

（1）取締役・取締役会

当社の取締役会は、6名（内代表取締役１名、社外取締役２名）の構成となっており、定期的に、また必要に応じて随時開催し、法令、

定款に定める事項や経営戦略の立案、その他経営上の重要事項の意思決定と職務執行の監督・監視など全社経営機能を担っており

ます。

また、直接的な職務執行責任を明確に分離するため、社内カンパニー制及び執行役員制度を導入し、ガバナンス体制の充実を図って

おります。

（2）監査役・監査役会

当社は、監査役制度を採用しており、監査役３名（内社外監査役２名）の構成となっており、定期的に、また必要に応じて随時監査役

会を開催するほか、自らの監査方針及び監査計画に基づき定期的・網羅的に各社内カンパニー・部門及びグループ会社の監査を実施

するとともに取締役会・カンパニー社長会等の重要会議に出席し、職務の執行状況を監視できる体制としております。

会計監査人との連携につきましては、財務諸表の経過報告を定期的に受けるほか、意見交換会を開催するなど会計監査の相当性確

保に努めております。

また、内部監査部門との連携につきましては、内部監査部門の監査計画や監査結果の報告を定期的に受け、監査の参考としておりま

す。

（3）カンパニー社長会

当社は、取締役会で決定された重要事項の伝達と各カンパニー及び連結子会社における職務執行状況に関する討議を目的として、定

期（１ヶ月に１回）にカンパニー社長会を開催しております。取締役、執行役員、連結子会社の社長を構成メンバーとし、常勤監査役が

参加しております。

（4）内部監査

当社の内部監査部門は、6名（常勤6名）の構成で、事業活動の全般にわたる管理・運営制度及び業務の遂行状況の合法性、合理性

について監査し、その結果を取締役会及び監査役会に報告するとともに会計監査人と連携し、業務改善へ助言・提案を行っておりま

す。

（5）リスク管理委員会



執行役員・連結子会社社長等を構成メンバーとするリスク管理委員会（各社内カンパニー、連結子会社にリスク管理推進委員

会）を設置し、定期的（３ヶ月に１回）にリスク管理委員会を開催しております。

（6）会計監

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、淺井明紀子、牧野秀俊の2名であり、有限責任監査法人トーマツに所属しております。

また、会計監査業務に係る補助者は、公認会計士9名、会計士試験合格者等6名、その他15名であります。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

現在当社の監査役会は３名で構成されており、うち社内監査役１名、社外監査役２名であります。各監査役は取締役会、その他の重

要な会議への出席、部門監査の実施、重要書類の閲覧及び取締役との定期協議により、会社の基本方針、経営計画、重要事項の決

定及び業務執行状況の監査機能を十分発揮できる体制を整えております。

また、社外取締役を２名選任しており、取締役会の監督機能を強化するとともに、意思決定の透明性を確保する体制を整えました。

社外取締役及び社外監査役の独立性に関する基準

当社は、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針として明確に定めたものはありませんが、その

選任に際しては、経歴や当社との関係を踏まえて、当社経営陣から独立した立場で社外役員としての職務を遂行できる十分な独立性

が確保できることを個別に判断しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
定時株主総会においては、「株主総会招集ご通知」を総会日前の早期に発送するとともに
、発送日に先立って当社ウェブサイトへ掲載しております。

集中日を回避した株主総会の設定 本年は2022年6月17日に開催いたしました。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

IR資料のホームページ掲載 決算情報、適時開示資料を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置
担当部署：人事・総務部

担当部門長：人事・総務部長　 鹿間　芳則

事務連絡責任者：人事総務グループリーダー　清水　誠

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

企業としての社会的責任を果たし、社会からの信頼に応えていく企業であることを目指

し、企業行動の各分野にわたる基本的な行動指針をコンプライアンス行動規範として定

めています。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
品質（ＩＳＯ9001）・環境（ＩＳＯ14001）・労働安全衛生（ＯＨＳＡＳ18001）の3つのシステム

に関する認証、適合書の取得を主要工場において完了させ、社内外に対して優しい企

業活動を推進しています。またサスティナビリティレポートを毎年発行しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

コンプライアンス行動規範の中で、公正、透明な企業活動を行い、企業情報を適時適切

に開示して顧客、株主、地域社会その他の関係者への理解促進に努めるよう定めてお

ります。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項



１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

＜内部統制システムの基本方針＞

（１）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

1.　取締役は経営理念や石塚硝子グループコンプライアンス行動規範に基づき、法令及び定款に適合するための体制整備に努める。

2.　コンプライアンス全体を統括する組織として、コンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス上の重要な事項を審議する。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報については、情報管理規程、その他の社内規程に基づき、その保存媒体に応じて安全かつ検索性の高い状態で
記録し、適正に保存及び管理する。

（３）当社及び子会社から成る企業集団（以下「当社グループ」という）における損失の危険の管理に関する規程その他の体制

1.　リスク管理の実効性を確保し、適切な対応を図るため、リスク管理委員会を設置し、当社グループのリスク管理の基本方針並びにその推進体
制、その他重要事項を決定する。これに基づき、リスクの未然防止などの事前対応とリスクが顕在化したときの事後対応を行う。

2.　リスク管理委員会の下にリスク管理推進委員会を設置し、当社グループのリスクを抽出し、低減策を実行する。

（４）当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

1.　石塚硝子グループ中期経営計画及び年度経営計画を策定し、部門毎に方針を明確化し、一貫した管理を行う。

2.　カンパニー制及び執行役員制により、担当業務と職務権限を明確にし、職務の効率化を図る。

（５）当社グループの使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

1.　石塚硝子グループコンプライアンス行動規範に基づき、研修等を通じて、当社グループのすべての役員及び社員等に対しコンプライアンスの
徹底を図る。

2.　内部通報制度の仕組みを定め、不正行為等の早期発見と是正を図るとともに、内部監査部門による継続的監査を行う。

（６）当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

1.　当社グループの業務が法令及び定款に適合することを確保するため、経営理念と行動指針を当社グループ共通のものとし、人的交流等を通じ
てその浸透を図る。

2.　石塚硝子グループ管理規程に基づき、当社グループ相互の責任と権限を定め、業務の組織的かつ効率的な運営を図る。

3.　業務報告会を通じて、当社グループの情報の共有と経営の適正性の確保に努める。

（７）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

監査役の職務を補助するため、監査役の要請により合理的な範囲で監査役スタッフを置く。

（８）前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

1.　監査役の職務を補助する使用人の人事に係る事項については、事前に監査役会の同意を得る。

2.　監査役スタッフは、監査役の要請に基づき当該職務を行う期間は、監査役の指揮命令下にあるものとし、取締役からの独立性を確保する。

（９）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

1.　当社グループの役員及び社員等は、主な業務執行について、必要に応じ監査役に報告するほか、事業運営に重要な影響を与える事項につい
ては、都度報告をする。

2.　内部通報制度の担当部署は、当社グループの役員及び社員等からの内部通報の状況について、必要に応じて、監査役に報告をする。

3.　報告をした役員及び社員等に対し、当該報告したことを理由として不利益な取り扱いを行うことを禁止し、周知徹底を行う。

（１０）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

1.　取締役は、監査役監査の実効性を高めるために、監査役の重要会議への出席や重要文書の閲覧、工場・子会社の実地監査等の監査活動に
積極的に協力する。

2.　内部監査部門は、監査役との連携を密にし、監査役に対し内部監査結果の報告をする。

3.　監査役が職務の遂行において生ずる費用の請求をするときは、当該請求に係る費用が監査役の職務の執行に必要でないと認められる場合を
除き、これを拒むことができない。

（１１）財務報告の信頼性を確保するための体制

当社グループは、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に定める内部統制報告書の有効かつ適切な提出のための内部統制シス
テムを構築するとともに、そのシステムが適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正を行うことにより金融商品取引法及びその他の関係
法令等に対する適合性を確保する。

以上

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社グループは、石塚硝子グループコンプライアンス行動規範において市民生活の秩序や安全及び企業活動に脅威を与える反社会的勢力に対
し、毅然とした姿勢で対応する旨を定め、反社会的勢力との関係排除に向け、当社グループ全体で企業倫理の浸透に取り組む。また、平素より関
係機関等からの情報収集に努め、所轄警察、顧問弁護士等と緊密に連携し適切に対処する体制を構築する。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 あり



該当項目に関する補足説明

当社は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させるための取組みの一つとして、会社の支配に関する基本方針に

照らして不適切な者によって大規模買付行為がなされた場合の対応方針を含めた「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針

（買収防衛策）」を導入しています。

詳細につきましては、当社ホームページ掲載の「当社株式の大規模買付に関する対応策（買収防衛策）の継続について」（2022年5

月9日付）をご覧下さい。

（http://www.ishizuka.co.jp/news/index.html）

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――
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適時開示体制の概要

決定事実に関する情報・発生事実に関する情報・決算に関する情報

情報開示委員会

付議・報告

取締役会

・東京証券取引所(TDnet)

・当社ウェブサイト等

決議

報告

各部門・カンパニー及びグループ会社

付議・報告



取締役のスキルマトリックス

氏名 役職 企業経営
財務・

会計

法務・

内部統制

人事・

労務

技術・IT・

研究開発

営業・

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ

経験

石塚久継
代表取締役

社長執行役員
● ● ● ●

畔柳博史
取締役

常務執行役員
● ● ● ● ● ●

北山　聡 取締役執行役員 ● ● ● ●

下宮尚己 取締役執行役員 ● ● ● ●

後藤武夫 社外取締役 ● ●

安北千差 社外取締役 ● ●


